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Ⅰ 財政計画の意義・目的 

 

１ 財政計画策定の意義 

平成28年8月公表の月例経済報告（内閣府）によれば、「景気は、このところ弱

さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている」とされている。 

我が国経済の先行きも、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復が期待さ

れるものの、中国をはじめとするアジア新興国等の景気の下振れ等のさまざまな

経済の下押しリスクがあることから、海外経済等の動向に留意する必要がある。 

また、国及び地方公共団体の長期債務残高は増加傾向にあり、平成28年度末に

は1,062兆円と平成25年度末から引き続き対ＧＤＰの2倍を超える見込みであり、

大きな課題となっている。 

このような中、本市の財政状況も市税収入の大幅な増加は見込めないことや、

少子高齢化に対する経費の増加等により引き続き財政が硬直化している状況に

あるなど、厳しい財政運営となっている。 

市政運営においては、市民ニーズに的確かつ迅速に対応するとともに継続的か

つ安定的に行政サービスを提供していくことが求められるが、そのためには、財

政状況を的確にとらえた健全な財政運営が必要不可欠である。 

これらのことから、将来的に持続可能な行財政基盤を確立するために中長期的

な視点に立った財政計画を策定することとする。 

 

２ 財政計画策定の目的 

財政計画は、必要なサービスを必要な人に提供するための財源の裏付けとする

とともに、健全な財政運営を堅持するための指針の一環として策定する。 

 

⑴ 中期的な財政収支の見通しを立て、将来の財政運営の健全性を確保するため

の方策（目標等）を明らかにする。 

⑵ 総合計画・実施計画に掲げられている施策・事業を実施していくうえでの財

源的な裏付けとする。 

⑶ 市民・職員等に対する財政状況の提供手段の一環として位置付ける。 

 

Ⅱ 計画策定の基本的な考え方 

 

１ 計画期間 

計画策定期間は、現下の流動的な社会状況等から中期計画とし、平成 29 年度

から平成 33年度までの 5年間とする。 

 

２ 会計単位 

財政計画策定の会計単位は一般会計又は普通会計の 2種類が考えられるが、本

市では当該計画を予算編成時に活用することとしていることなどから、一般会計

を会計単位とする。 
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３ 計画の見直し 

計画の見直しは、毎年度、情勢の変化等を踏まえて修正し、当該年度以降 5年

間の計画を策定する。なお、策定時期は、前年度の決算状況や実施計画の査定・

予算編成方針等にあわせ、関係部署と調整のうえ策定する。 

 

４ 歳入・歳出の試算方法 

歳入は、予算科目別によりそれぞれの算定方法に基づいて試算する。歳出は、

性質別又は目的別の選択肢があるが、財政計画の目的及び他団体の策定状況等か

ら性質別の体系で策定する。 

 

Ⅲ 本市の財政状況について 

１ 主な歳入の状況 

⑴ 市税の状況 

歳入の根幹である市税収入は、平成 27 年度決算では、前年度比 0.9％の減、

約 5億 1,200万円の減少となった。 

減少の主な要因は、個人市民税が給与所得金額の増加などにより約 7,800 万

円の増となったものの、法人市民税における法人税割の税率引下げにより約 5

億 400万円の減、固定資産税が家屋の評価替えによる約 1億 2,700 万円の減と

なったことなどによる。 

なお、平成 28年度当初予算の市税収入は、固定資産税や個人市民税等の増加

を見込むものの、法人市民税における法人税割の税率引下げによる減少や市た

ばこ税の減少を見込んでいることから、前年度当初予算対比で 0.2％の減、約 1

億 2,700万円の減少となっている。 

 

⑵ 地方交付税の状況 

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国

民にも一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するための制度で、地

方の固有財源であるとされている。 

地方交付税は、普通交付税と特別交付税の 2つの種類がある。 

平成 27 年度決算では、地方消費税交付金の増等を背景に基準財政収入額が

増加したことにより普通交付税が約 2億 5,400万円の減となったものの、特別

交付税は公的病院への助成等の影響により約 4 億 8,300 万円の増加となった。 

これにより地方交付税全体では、前年度比 11.1％の増、約 2億 2,900万円の

増加となった。 

 

 

 

 

＊ 財源の使途が特定されず、どのような経費にも使用できる財源を「一般

財源」といい、市税、地方譲与税、地方交付税等（3ページの表のうち「市

税」、「譲与税・交付金等」、「地方交付税等」の合計額）が該当する。 

平成 27 年度決算額は、約 656 億 1,900 万円（前年度比 3.2％増）で、平

成 18年度決算額と比較すると約 49億 7,100万円、8.2％の増加となってい

る。 
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⑶ 国庫支出金・県支出金の状況 

国庫支出金及び県支出金は、特定の事務事業に対し、公益性があると認め、

その事業の実施に資するため、相当の反対給付を受けないで交付する給付金で

あるとされている。 

平成 27年度決算の国庫支出金は、国の平成 26年度補正予算（第 1号）によ

る地域住民生活等緊急支援のための交付金の減や臨時福祉給付金給付事業に

係る国庫補助金の減等により約 10億 1,000万円の減少となっている。 

県支出金は、施設型給付費等負担金（保育所等）や統計調査費委託金の増な

どにより、約 4億 7,700万円の増加となっている。 

 

⑷ 市債の状況 

市債は、地方公共団体が道路等の都市基盤整備事業を実施するに当たり、資

金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計年度を超えて行われ

るものである。 

また、市債には、大規模建設事業を実施する際の一時的な財政負担を、市債

を活用することで年度間の負担の均衡を図るという機能も有している。 

本市では、道路・橋りょうの新設改良や施設整備等を行なう際の財源の一部

として市債を活用している。 

一方、減税制度で税収が減少する額を補てんする減税補てん債や普通交付税

の一部を振替える臨時財政対策債など、国の政策等により発行する市債もある。 

平成 27 年度決算は、地域振興ふれあい拠点施設整備事業債の減等により約

64億 6,800万円の減少となっている。 

 

一般会計歳入決算の推移（平成 18 年度、平成 23年度～平成 27年度） 

（単位：百万円） 

歳   入 平成 18年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成27年度 

市税 51,326 53,770 54,512 54,912 56,083 55,572 

譲与税・交付金等 7,577 4,279 4,398 4,672 5,145 7,440 

地方交付税等 1,745 3,265 2,756 2,697 2,378 2,607 

国・県支出金 10,144 20,438 19,567 21,671 22,809 22,276 

使用料・手数料等 2,614 2,633 2,655 2,759 2,883 2,962 

繰入金 712 538 361 469 749 645 

 内財政調整基金 164 0 0 0 0 302 

繰越金 3,312 3,108 3,170 4,055 4,883 5,697 

市債 6,382 7,600 8,596 11,224 14,961 8,493 

その他 4,639 4,769 4,843 5,007 4,321 3,907 

歳入合計 88,451 100,400 100,858 107,466 114,212 109,599 

＊譲与税・交付金等：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴル

フ場利用税交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策

特別交付金 
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＊地方交付税等   ：地方特例交付金、地方交付税 
＊使用料・手数料等 ：分担金及び負担金、使用料及び手数料 
＊その他      ：財産収入、寄附金、諸収入 

 

２ 主な歳出の状況 

⑴ 人件費 

人件費は、議員等の報酬、特別職の給料等、一般職の給料、職員手当等、共

済費などで構成されている。 

平成 27年度決算額は約 185億 5,400万円（前年度比 1.2％減）であり、減少

要因は職員退職手当の減等によるものとなっている。平成 27 年度の人件費は

平成 18年度と比較すると約 14億 4,700万円、7.2％の減少となっている。 

なお、職員退職手当を除いて同様に比較すると 5.6％の減少となっている。 

 

⑵ 扶助費 

扶助費は、高齢者、児童、障害のある方への福祉サービスや生活保護に支出

される経費で、歳出に占める割合が 25.9％で最も高い費目である。 

平成 27年度決算額は約 268億 9,100万円（前年度比 3.7％増）であり、増加

要因は生活保護費や少子高齢化に係る対応等によるものとなっている。扶助費

は、年々増加傾向にあり歳出規模拡大の主要因となっている。 

平成 27 年度の扶助費は、平成 18 年度と比較すると約 125 億 2,100 万円、

87.1％の増加となっている。 

 

⑶ 公債費 

公債費は、借り入れた市債の

元利償還金及び一時借入金の

利子の合算額となっている。 

平成 27年度決算額は約 87億

8,600万円（前年度比 8.3％減）

であり、減少要因は平成 16 年

度に借換えた減税補てん債の

償還が完了したこと等による

ものとなっている。 

平成 27 年度の公債費は、平

成 18 年度と比較すると約 6 億

5,200 万円、8.0％の増加とな

っている。 

なお、これらの市債の償還の

一部については、普通交付税基準財政需要額に算入されているものがある。 
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＊ 人件費、扶助費及び公債費は義務的経費とされ、その支出が義務づけられ

た硬直性の強い経費である。平成 27年度決算の当該経費は、約 542億 3,200

万円（前年度比 0.1％減）で、平成 18年度の義務的経費と比較すると約 117

億 2,600万円、27.6％の増加となっている。 

 

⑷ 投資的経費 

    投資的経費は、施設整備費等のストックとして将来に残るものに支出される

経費で、事業の実施状況により年度ごとに大きく変化する。 

平成 27年度決算額は約 97億 5,700万円（前年度比 40.1％減）で、地域振興

ふれあい拠点施設整備の完了により、事業費は前年度に比べて減少している。 

 

⑸ 物件費 

物件費は、人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の需用費、役務費、

委託料などの消費的性質の経費で構成されている。 

平成 27 年度決算額は約 170 億 200 万円（前年度比 5.3％増）で、平成 18 年

度の物件費と比較すると約 29億 3,400万円、20.9％の増加となっている。 

 

  ⑹ 補助費等 

    補助費等は、各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金等で構成さ

れている。 

平成 27 年度決算額は約 117 億 6,100 万円（前年度比 13.6％増）で、増加要

因は公的病院等への助成、川越地区消防組合負担金の増等によるものとなって

いる。 

平成 18 年度の補助費等と比較すると約 19 億 5,100 万円、19.9％の増加とな

っている。 

 

  ⑺ 繰出金 

    繰出金は、繰出し基準等に基づき一般会計から他の特別会計など異なる会計

間において支出される経費である。 

平成 27年度決算額は約 87億 6,300万円（前年度比 10.7％増）で、増加要因

は国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計等への繰出金の増による

ものとなっている。 

平成 18 年度の繰出金と比較すると、約 26 億 3,900 万円、43.1％の増加とな

っている。 
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一般会計歳出決算（性質別）の推移（平成 18 年度、平成 23年度～平成 27年度） 

（単位：百万円） 

歳   出 平成 18年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

人件費 20,001 18,964 18,342 17,921 18,771 18,554 

扶助費 14,370 23,580 23,897 24,163 25,927 26,891 

公債費 8,135 9,384 10,083 10,127 9,581 8,787 

義務的経費計 42,506 51,928 52,322 52,211 54,279 54,232 

投資的経費 7,908 8,923 9,401 13,705 16,293 9,757 

物件費 14,068 15,195 15,137 15,126 16,143 17,002 

補助費等 9,809 9,858 9,770 9,627 10,357 11,761 

繰出金 6,124 7,059 7,508 7,596 7,919 8,763 

その他 3,604 4,267 2,665 4,318 3,524 2,502 

歳出合計 84,019 97,230 96,803 102,583 108,515 104,017 

＊その他 ： 維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金 

 

３ 基金の状況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を

運用するために設けられる資金又は財産とされている。 

また、基金は、①積立基金：特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立

てるために設置されるもの、②定額運用基金：特定の目的のために定額の資金を

運用するために設置されるもの、と大きく 2つに分類することができる。 

積立基金のうち、財政調整基金については、年度間の財源の不均衡を調整する

ための積立金として位置付けられている。 

本市の財政調整基金の平成 27年度末現在高は、約 53億 4,300万円となってい

るものの、平成 28年度当初予算における取崩し等により、平成 28年度末残高は

約 21 億 5,200 万円まで減少する見込みである。今後は、税収の急激な落ち込み

や災害等の不測の事態への備えとして年度末残高として 50 億円以上を常に確保

していく必要がある。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

その他 57 56 51 38 36 33 33 30 25 25

財政調整基金 13 8 15 7 22 36 34 50 56 53
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４ 市債残高の状況 

大規模建設事業等の実施に係る財源や、減税制度で税収が減少する額を補てん

する減税補てん債、普通交付税の一部を振替える臨時財政対策債などにより、市

債を発行していることから、市債残高は増加傾向にある。 

平成 27年度末の一般会計市債残高は、約 983億 300万円（前年度比 0.7％増）

で、平成 18 年度末の市債残高と比較すると約 222 億 4,800 万円、29.3％の増加

となっている。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

その他 137 125 127 121 107 93 78 63 48 41

臨時財政対策債 182 198 212 236 270 293 315 336 353 361

建設等事業債 442 437 472 537 516 504 494 512 575 581

建設等
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対策債

その他
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＊建設等事業債：道路など土木施設等の公共施設又は公用施設の建設事業費等の財源として借入

れた地方債 

＊その他：臨時財政対策債を除く減税補てん債、減収補てん債など建設等事業債以外の地方債 

 

５ 主要な財政指標等の状況 

⑴ 経常収支比率 

経常収支比率は、当該団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いら

れている。また、一般的にはこの比率は都市にあっては 75％程度であることが

妥当とされ、80％を超えると、その団体は弾力性を失いつつあるとされている。 

本市の平成 27 年度の経常収支比率は、93.1％（前年度比 1.1 ポイント減）

となっている。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

川越市 86.5% 89.4% 91.5% 95.3% 92.2% 91.8% 93.2% 93.2% 94.2% 93.1%

中核市平均 87.4% 90.0% 90.7% 92.1% 89.5% 90.1% 90.6% 89.9% 90.4%

県内市平均 86.7% 88.5% 89.6% 90.5% 88.2% 90.1% 90.5% 90.7% 92.4%
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県内市平均
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経常収支比率の推移（普通会計）
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⑵ 公債費負担比率 

公債費負担比率は、公債費に充当した一般財源の一般財源総額に対する割合

を表す指標であり、公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を制約している

かをみることにより、財政構造の弾力性を判断する比率として用いられている。

15％以上が警戒ライン、20％以上が危険ラインとされている。 

本市の平成 27年度の公債費負担比率は、11.6％（前年度比 1.2ポイント減）

となっている。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

川越市 11.6% 12.3% 12.4% 12.4% 12.7% 13.4% 14.3% 14.0% 12.8% 11.6%

中核市平均 17.1% 17.5% 17.6% 17.1% 16.8% 16.9% 16.6% 16.1% 15.8%

県内市平均 12.9% 13.4% 13.4% 13.3% 12.8% 13.2% 12.8% 12.7% 12.5%

川越市

中核市平均

県内市平均
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⑶ 財政力指数 

地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除

して得た数値の過去 3ヵ年間の平均値で、地方公共団体の財政力を示す指数と

して用いられる。 

なお、当該指数は大きいほど財源に余裕があるものとされており、単年度の

指数が「1」以上の場合は、原則として普通交付税は交付されない。 

本市の平成 27年度の財政力指数は、0.960（前年度比 0.005ポイント増）と

なっている。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

川越市 0.989 1.040 1.069 1.070 1.023 0.983 0.953 0.952 0.955 0.960

中核市平均 0.80 0.82 0.84 0.83 0.80 0.77 0.76 0.76 0.76

県内市平均 0.90 0.93 0.95 0.94 0.91 0.88 0.85 0.85 0.85

川越市
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0.600

0.650

0.700

0.750

0.800

0.850

0.900

0.950

1.000

1.050

1.100

財政力指数の推移（普通会計）
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Ⅳ 財政見通し（平成 29 年度～平成 33 年度） 

 

１ 推計方法 

財政見通しの試算方法については、直近の平成 28 年度一般会計当初予算額を

ベースに試算することとするが、歳入歳出予算における特殊要因は後年度にでき

るだけ反映しないこととし、その詳細は「財政見通しの推計方法」による。 

なお、財政見通しについては、予算をベースとしていることなどから、当該年

度のかい離額は次年度に影響を及ぼさないものとして策定している。 

 

 

財政見通しの推計方法 

  【 歳  入 】 

科    目 推    計    方    法 

市税 ・税目毎の推計値を積み上げた。 

・個人市民税は、平成 29 年度は平成 28 年度の課税状況をベースに積

算し、給与所得控除上限額の引き上げ分を見込む。平成 30年度以降

は同水準での推移を見込む。 

・法人市民税は、法人企業景気予測調査の結果を踏まえるとともに、法

人税及び法人市民税の税率引下げの影響を見込む。 

・固定資産税は、評価替え等による変動を見込む。 

・他の税目は、実績や税制改正等を勘案して見込む。 

地方譲与税 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

利子割交付金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

配当割交付金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

株式等譲渡所得割交付金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

ゴルフ場利用税交付金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

地方消費税交付金 平成 28 年度当初予算をベースに税率改定分を見込むものの、軽減税

率分は反映しない。 

自動車取得税交付金 平成 28 年度当初予算と同額を見込むものの、消費税率改定時には廃

止を見込む。 

地方特例交付金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

地方交付税 普通交付税は平成 28 年度の交付決定額を基準に市税や消費税率等の

変動要因を加味する。特別交付税は過去の決算額等を考慮して見込む。 

交通安全対策特別交付金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

分担金及び負担金 保育所運営費負担金は定員増による増額を見込む。その他は平成 28

年度当初予算と同額を見込む。 

使用料及び手数料 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 
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【 歳  入】（つづき） 

科    目 推    計    方    法 

国庫支出金 扶助費に係る見込額は、支出見込額と財源割合等から試算した額を見

込む。(財源割合については、過去の決算の状況を基に試算し制度改正

等による影響を考慮する。) 

投資的経費に係る見込額は、過去の投資的経費の財源割合から試算し

た額を見込む。 

県支出金 投資的経費及び扶助費に係る見込額以外は、平成 28 年度当初予算を

ベースに見込む。 

投資分については、投資的経費の財源割合から試算した額を見込み、

扶助費分については、支出見込額と財源割合等から試算した額を見込

む。 

財産収入 財産運用収入は、市有地の経常的な貸付収入のほか、川越駅西口市有

地の活用に応じた収入を見込む。財産売払収入は見込まない。 

寄附金 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

繰入金 基金繰入金は、職員退職手当基金及び財政調整基金からの繰入金は見

込まず、文化芸術スポーツ振興基金及びみんなで支える観光基金の繰入

金は平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

他会計繰入金については、平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

繰越金 当該財政見通しが予算ベースであることから、単年度の歳入・歳出の

かい離は、各年度において解消されていること、決算において例年と同

様の剰余金が発生することを前提として試算。 

当初予算編成における繰越金の依存度合いを減らすため、毎年 1億円

ずつ逓減させる推計とする。 

諸収入 経常分は、平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

ただし、福祉施設預託金分は、積み上げにより試算。 

投資分については、投資的経費の財源割合から試算した額を見込む。 

市債 臨時財政対策債は、今後も制度が継続するものと仮定して平成 28 年

度実績を勘案し、普通交付税と連動した額を見込む。 

投資分については、PFI事業及び継続事業は積み上げにより試算し、

その他は投資的経費の財源割合から試算した起債額を見込む。 

【 歳  出 】 

科    目 推    計    方    法 

人件費 平成 28年度当初予算ベースで試算。 

職員人件費については、現行の給与水準と定員適正化計画による職員

数に基づき、再任用分については別途人数等に応じて試算。 

退職手当については、定年退職者数の見込みや過去の勧奨・普通退職

者数の実績等に基づいて試算。 

報酬その他については、平成 28年度予算をベースに見込む。 
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【 歳  出 】（つづき） 

科    目 推    計    方    法 

扶助費 平成 28 年度当初予算をベースに決算額の推移・伸び率を参考に見込

む。 

公債費 既借入分(～H27)については償還計画に基づく額、一時借入金利子に

ついては、平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

臨時財政対策債は、平成 28 年度以降の借入分を一定の条件に基づき

(年利 3％、20年償還・据置 2年)試算して見込む。 

臨時財政対策債以外は、平成 28 年度以降の投資的事業分に係る市債

借入額を一定条件に基づき(年利 3％、15年償還・据置 2年)試算して見

込む。 

物件費 平成 28 年度当初予算をベースに新設施設や消費税等の税率引き上げ

の影響を加味する。 

維持補修費 平成 28 年度当初予算を基準に 3％の伸びと消費税等の税率引き上げ

の影響を加味する。 

補助費等 平成 28年度当初予算をベースに、平成 29年度以降は同額を見込む。 

投資的経費 継続費、PFI事業は積み上げにより試算。 

その他の事業は、過去数年の普通建設事業費に占める一般財源額及び

平成 28 年度当初予算額等を踏まえて投資的経費に充当する一般財源を

24 億円と見込んだ上で、決算の投資的経費の財源割合により事業費を

試算した。 

積立金 平成 29 年度以降は職員退職手当基金の積立分を見込み、その他は平

成 28年度当初予算と同額を見込む。 

投資及び出資金  該当する予算がないため見込まない。 

貸付金 民間福祉施設整備貸付金(預託金)については、貸付・償還計画に基づ

いて算出し、それ以外は、平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

繰出金 特別会計繰出金は、増加傾向にある介護保険事業特別会計及び後期高

齢者医療事業特別会計等への繰出金の増加率を加味する。 

後期高齢者広域連合負担金は、過去の増加率等を考慮し試算した。 

消防組合負担金については、職員人件費（退職手当基金運用も見込む）

を試算する以外は平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

予備費 平成 28年度当初予算と同額を見込む。 

＊平成 28年度財政見通しの留意点 

平成 28 年度財政見通しの積算に当たっては、平成 28 年度当初予算を積算のベースとする

とともに、主な留意点を以下に示すこととする。 

「社会保障と税の一体改革」に係る今後の社会保障制度の改正の影響については、その詳

細が不透明なことから、現行の制度を基に試算している。 

消費税率 10％への引上げによる影響は、歳入の地方消費税交付金、歳出の消費税課税対象

科目について、税率引き上げ分を加味して試算している。また、現在国で議論されている軽

減税率については不透明であることから、この適用はないものとして試算している。
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２ 財政見通し 

 

 
一般会計歳入・歳出の財政見通し (平成２９年度～平成３３年度）   

       (単位：百万円) 

歳   入 
平成２８年度 

（当初予算） 
平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

市税 55,294 55,731 55,128 55,280 55,220 54,029 

譲与税・交付金等 7,222 7,732 7,732 7,999 8,954 9,298 

地方交付税等 1,877 1,806 2,106 2,106 2,006 2,306 

国・県支出金 25,113 23,682 23,772 24,513 25,145 25,830 

使用料及び手数料等 3,121 3,178 3,197 3,197 3,197 3,197 

繰入金 3,228 46 46 46 46 46 

繰越金 2,000 1,900 1,800 1,700 1,600 1,500 

市債 9,001 10,762 8,332 8,239 7,986 8,613 

その他 4,104 3,713 3,718 3,719 3,719 3,718 

歳入合計  110,960 108,550 105,831 106,799 107,873 108,537 

                

             （単位：百万円） 

歳   出 
平成２８年度 

（当初予算） 
平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

人件費 21,703 21,332 21,038 21,159 21,376 20,673 

扶助費 28,726 29,515 30,418 31,288 32,213 33,214 

公債費 9,539 10,282 10,521 11,161 11,590 12,029 

義務的経費計 59,968 61,129 61,977 63,608 65,179 65,916 

投資的経費 12,497 12,844 9,361 9,328 9,328 9,328 

物件費 15,828 15,793 15,895 16,109 16,180 16,180 

補助費等 7,077 5,695 5,695 5,695 5,695 5,695 

繰出金 13,637 14,222 14,689 15,476 16,257 16,882 

その他 1,953 2,071 2,164 2,152 2,041 2,389 

歳出合計  110,960 111,754 109,781 112,368 114,680 116,390 

           

 
平成２８年度 

（当初予算） 
平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

歳入・歳出かい離額 0 ▲3,204 ▲3,950 ▲5,569 ▲6,807 ▲7,853 

公債費負担比率推計 13.0 14.6 14.9 15.7 16.3 16.9 

義務的経費比率推計 54.0 54.7 56.5 56.6 56.8 56.6 
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＊平成 28 年度は当初予算、平成 29 年度以降は試算額。 

＊歳入歳出とも、今後、何も対策を講じない場合を想定して試算。 

＊本計画は予算がベースであることから、歳入・歳出かい離額は、翌年度に影響を及ぼさないこととして試

算。 

＊譲与税・交付金等 ： 地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場

利用税交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策特別交

付金 

＊地方交付税等 ： 地方特例交付金、地方交付税 

＊使用料及び手数料等 ： 分担金及び負担金、使用料及び手数料 

＊歳入・その他 ： 財産収入、寄附金、諸収入 

＊歳出・その他 ： 維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費 

 

３ 財政見通しの概要と課題 

⑴ 歳入見通しについて 

歳入のうち一般財源は、税率引上げによる地方消費税交付金の増加を見込む

一方、根幹をなす市税は、景気の回復基調はあるものの、法人市民税の税率改

正（引下げ）や固定資産税の評価替え等の要因からほぼ横ばいの推移を見込ん

でいる。このため、一般財源が大幅に増加することはないものと考えられる。 

国・県支出金は、扶助費の増加や投資的経費に係る事業の実施状況に応じて

おおむね増加傾向で推移するものと試算している。 

また、市債は、投資的経費やＰＦＩ事業等を加味して額を試算している。 

 

⑵ 歳出の見通しについて 

歳出のうち義務的経費の人件費は、職員退職手当のピークが過ぎたことなど

から、減少傾向で推移するものと試算している。 

扶助費は、障害者自立支援給付、生活保護費等により増加するものと試算し

ている。 

公債費は、平成 29 年度以降は西部地域振興ふれあい拠点施設（仮称）整備

事業のほか、今後予定される大規模建設事業等に係る市債の償還により増加に

転じ、義務的経費全体では増加傾向で推移するものと試算している。 

繰出金は、高齢化の進展などにより一般会計から介護保険事業特別会計等へ

の繰出金が増加するものと試算している。 

投資的経費は、継続費及びＰＦＩ事業に係る経費のほか、その他の事業に係

る経費を合わせて試算している。 

その他の事業に係る経費は、過去数年の普通建設事業費に占める一般財源額

及び平成 28 年度当初予算額等を踏まえて投資的経費に充当する一般財源を 24

億円と見込んだ上で、決算の投資的経費の財源割合により試算している。 

 

⑶ 市債残高の見通しについて 

市債の年度末残高は、当該年度の市債の「借入額」が「元金償還金」を上回
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る場合に増加することとなる。 

今回の財政見通しにおける投資的経費の状況等から試算される市債の借入

額及び公債費のうち市債の元金償還額によると、市債残高は平成 33 年度末に

は約 975億 8,200万円と試算している。 

 

市債残高等の見通し          （単位：百万円） 

区分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 

借入額 11,747 10,762 8,332 8,239 7,986 8,613 

元金償還金 8,306 9,126 9,144 9,629 9,932 10,263 

市債残高 101,744 103,380 102,568 101,178 99,232 97,582 

公債費負担比率 13.0％ 14.6％ 14.9％ 15.7％ 16.3％ 16.9％ 

※ 平成 28年度の借入額は、6 月補正後予算に平成 27 年度繰越事業分を加算しているため、

当初予算とは一致しない。 

 

⑷ 財政見通しの課題 

本市の財政見通しは、歳入・歳出かい離額のとおり、各年度において、歳出

に対して歳入が不足し、平成 33年度のその額は約 78億 5,300万円になると試

算している。試算のベースが予算であることから、各年度の決算において剰余

金が見込まれるものの、平成 27年度の決算剰余金、約 48億 2,500万円（実質

収支額）を上回る不足額となっている。 

昨今の経済状況や社会情勢は著しく変化していることから、それらの財政運

営に及ぼす影響等にも柔軟に対応するとともに、時代の変化に伴う新たな行政

需要にも的確に対応する必要がある。 

上述したように一般財源の大幅な増加が見込めない中においても、市政運営

を停滞させることなく適切に対応しなければならないことから、財政調整基金

等の不測の事態に対応できる財源の確保に努めることも重要である。 

さらには、後年度の公債費の増加が見込まれており、公債費負担比率の推計

では、平成 31年度以降、「警戒ライン」とされる 15％を超えることが見込まれ、

扶助費と併せて、義務的経費の増加といった財政構造硬直化の要因になること

から、市債の活用について慎重な対応が求められる。 

これらのことから、新たな行政需要に的確に対応するためには、①財政構造

の弾力性を確保すること、財政調整基金等の計画的な積立などによる、②財政

運営の安定性・継続性を確保することにより、健全で持続可能な財政運営に取

り組む必要がある。 
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Ⅴ 財政見通しの課題等に係る対応策 

 

財政見通しにおける歳入・歳出かい離額は、歳入では市税収入がほぼ横ばいで推

移する等、一般財源の大幅な伸びが見込めない一方で、歳出では少子高齢化の対応

に係る経費や公債費の増加等により拡大する見込みとなっている。 

また、国及び地方の長期債務残高は、平成 28 年度末で 1,062 兆円程度と、引き

続き対ＧＤＰの 2倍を超える見込みであり、大きな課題となっている。 

さらに、地方財政においては、地域の活性化とともに国と地方で歩調を合わせた

歳出改革を通じて、持続可能な地方財政制度の維持が求められている。 

このような状況下、本市の財政運営についても財政構造の硬直化を示す経常収支

比率は依然として 90％台の高い水準にあるなど、依然として大変厳しい状況にあり、

また、財政見通しにおいても歳入・歳出かい離額は、年々増加するものと試算され

ていることから、財政の健全性を確保するために早急な対応が必要と考えられる。 

このようなことから、前述した２つの視点により現状で考えられる対応策及びそ

の取組みを以下に示すこととする。 

  

１ 財政構造の弾力性の確保 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率について、段階的な低減を図ること 

⑴ 自主財源の確保 

① 市税収入の確保 

歳入の根幹である市税について、優良企業の誘致や商工業の発展、活性化

を支援することなどにより、長期的な税収の確保に努める。 

 

○平成 28年度の取組み：川越市企業立地奨励金等交付制度の実施（継続） 

 

② 市税等徴収金の収入率の向上 

決算における市税及び使用料等の収入未済額については、これまでの徴収

対策等により減少傾向で推移している。負担の公平性の観点から、徴収対策

を引き続き推進し、収入率の向上を図り、財源の確保を図る。 

 

③ 受益者負担（分担金及び負担金、使用料及び手数料等）の適正化 

受益者負担については、市民負担の適正化の観点などから、受益者負担の

原則に基づき、減免制度や定期的に料金体系等の見直しを図る。 

 

○平成 28年度の取組み：学童保育室運営費負担金の見直し（平成 24年度

から 28年度まで段階的に引き上げ） 
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④ 新たな財源の確保 

市が管理している公有財産の有効活用のほか、広告料収入等、引き続き新

たな財源の掘り起しに努める。 

 

○平成 28 年度の取組み：資源化センター第一調整池の民間大規模太陽光

発電事業への貸付（継続） 

市有施設への自動販売機設置に伴う売上金額

の一部納付（継続） 

ふるさと納税制度における返礼品、寄附金納付

手続の見直し（継続） 

 

⑵ 経常的経費の縮減 

① 人件費及び扶助費の見直し 

行政サービスの提供方法の見直し等に応じた職員数の縮減に努めるとと

もに、職員手当等の見直しを図る。（定員適正化の推進、時間外勤務手当の

適正化など） 

また、扶助費のうち、市単独事業や国や県の水準を上回って実施している

事業については、他市の状況等も勘案し、事業内容の見直しを図る。 

 

② ランニングコストの縮減 

施設管理経費については、その内の多くを委託料が占めるが、再度業務内

容等の見直しを図るとともに、契約額の決定については、入札や見積り合せ

などにより契約額の圧縮に努める。 

また、施設の統廃合、運営方法の見直しなどにより施設管理経費の縮減を

図るとともに、民間活力・ボランティアの積極的な活用などにより、経費全

般について削減に努める。 

 

○平成 28年度の取組み：電力受給契約の見直し（継続） 

 

③ 事務事業の見直し 

最少の経費で最大の効果を発揮し、さらには新たな市民ニーズに対応する

ため、既存の事務事業についてスクラップ・アンド・ビルドの観点から見直

しを図り、真に必要な事業に対して限られた行政資源の配分に努める。 

また、国から要請のある平成 29 年度までの「統一的な基準による財務書

類の作成」に対応することで、事務事業の評価、見直しの一助とする。 

 

○平成 28年度の取組み：事務事業評価の実施（継続） 

 

④ 補助金等の整理合理化 

補助金等については、補助制度等の公益性や有効性を再検証することで交
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付目的を明確化し、廃止または統合、交付率及び交付額の縮減、交付期間に

終期を設定するなどの見直しを図る。 

特に市単独補助金並びに国・県制度の金額の上乗せ及び対象の拡大等を行

っているものについては、その効果等を再度検証し、その縮減に努める。 

 

 

⑶ 特別会計等の自立性の促進 

① 特別会計の独立採算化 

特別会計については、「独立採算」または「特定の収入による事業の実施」

の原則を踏まえ、国等の示す繰出し基準内での運営が可能となるような経営

に努める。 

また、国民健康保険事業特別会計における国民健康保険税の収入未済額に

ついては、減少傾向で推移しているものの、平成 27年度決算で約 38億 2,300

万円であり、一般会計からの法定外繰出金が多額なものとなる要因となって

いることから、徴収対策を引き続き推進し、収入率の向上に努める。 

 

② 外郭団体の自立化 

外郭団体については、自主財源の確保などにより経営の健全化に努め、自

立性の高い財政運営に努める。 

 

２ 財政運営の安定性・継続性の確保 

 

⑴ 基金の適正な運用 

① 財政調整基金年度末残高 50億円以上の確保 

財政調整基金は、近年の予算編成において 30 億円以上繰り入れている状

況を考慮するとともに、税収の急激な落ち込みや災害等の不測の事態への備

えとして、年度末において 50億円以上を常に確保できるよう努める。 

なお、平成 28年度の当初予算編成では、財政調整基金から 31.7億円を繰

り入れており、その規模が今後も続く可能性もあることからその活用に留意

する必要がある。 

 

② 積立基金の活用 

積立基金の設置目的を踏まえた積立金の有効活用を図る。 

今後大規模な改修や修繕が必要となる公共施設の延命化や更新に向けて

財源を確保するため、新たな積立基金の設置を検討する。 

また、今後予定される大規模な施設の建設や改修により、市債の償還額が

増加すると見込まれることから、市民サービスを提供する事業に影響を与え

ないよう償還財源を確保する減債基金の設置を検討する。 

基金の運用については、基金積立計画等を策定し、必要とする基金の額、

期間等を明確にし、計画的かつ着実に積立てるように努める。 
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⑵ 計画的な施設整備事業の実施 

施設整備事業の実施に当たっては、国庫・県補助金の確保に努めるとともに、

事業の効果や整備期間等について十分に検証し、計画的な整備に努める。 

事業の目的や効果を損なわない範囲での施設規模・設備内容の見直しを図り、

経費の圧縮に努めるとともに、施設整備後の維持管理費用や補修経費について

も勘案し、ランニングコストを圧縮することができる施設整備に努める。 

また、既存の個々の施設について市有財産全体の中での位置付けを明確にし、

長期的な展望に立って、既存施設の再利用や転用、長寿命化などにより現有資

源の有効活用に努める。 

 

⑶ 市債活用の適正化 

市債は、都市基盤を整備するための財源として、また、世代間の負担の公平

性や年度間の財政負担の平準化を図るため、有効に活用する必要がある。 

一方で、過度の市債の活用は、後年度に過重な負担を強いることになるので、

事業の選択、実施時期の精査、償還計画や普通交付税基準財政需要額への算入

状況、残高見込み等も勘案しながらより慎重に対応し、後年度の公債費の増大

の抑制に努める。 

 

⑷ 市有財産の適正な管理・運用 

「川越市公有地利活用計画」等を踏まえ、現在所有している土地・建物等を

有効活用するとともに、公共的利用の見込めない土地等については、売り払う

など財産の利活用を図る。なお、未利用地の処分については、一時的な売却収

益が見込めるだけではなく、固定資産税等の市税収入の確保が図られるととも

に資産管理に係る経費の削減が見込めるので、積極的かつ計画的な対応に努め

る。 

また、公有財産の有効活用や積立基金の活用とともに、市が管理している物

品や債券についても、適正な管理・運用に努める。 


